
地域DX推進における鹿児島銀行の取組み

2024年２月15日
鹿児島銀行 経営企画部 デジタル戦略室

濵田 豪

第７回かごしま活性化フォーラム



2020年10月 「経営企画部デジタル戦略室」新設

2020年12月 デジタル戦略グランドデザイン（10年）策定

2021年３月 第８次中期経営計画デジタル戦略（３年）策定
全行一体でDXを推進する体制整備

2022年５月 「DX認定事業者」認定取得

2024年３月（予定） 第９次中期経営計画策定

取組み経緯
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＜デジタル戦略グランドデザインの基本的な考え方＞
デジタル社会の未来像（Digital）に向けた 当行の変革（Transformation）

を実現するための戦略を描く

１－１．鹿児島銀行のデジタル戦略 ～戦略体系

デジタル戦略
グランドデザイン

企業理念

10年ビジョン
お客さま、地域、社員とともに、
より良い未来を創造する
『地域価値共創グループ』

短期経営計画

地域社会のデジタル化を
リードする企業グループ

実現したい未来

経営戦略

存在
意義

実行計画・戦術・施策

中期経営計画

経営計画

10年

3年

永劫

1年

中期経営計画
（デジタル3年戦略）

短期経営計画
（デジタル施策）

ＣＸ（カスタマーエクスペリエンス）の追求ＣＸ（カスタマーエクスペリエンス）の追求

デジタルガバナンス・人材の高度化デジタルガバナンス・人材の高度化
生産性・コスト構造改革生産性・コスト構造改革
地域社会のデジタル化地域社会のデジタル化

地域貢献 顧客志向 健全経営企業活力
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１－２．デジタル社会の未来像① ～現在の銀行イメージ

農業

行政

医療

産業

教育
商業

結婚した！
銀行の名義変更しないと！

ＩＢで口座残高
確認しよう

✔ リアル・デジタル共に、お客さまにとって”金融サービス”は利用しに行くもの
✔ 対面取引・現金取引が主体のため、店舗とATMは欠かせない

「銀行」 ＝ “利用しに行く”もの

フリクション
IBフリクション

物流/交通
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✔ 銀行は”社会の裏側から金融機能を提供する存在”となり、お客さまから“見えない存在”に
✔ キャッシュレス浸透・チャネルの多様化によりATMや店舗は減少、人の重要性が高まる

「銀行」 ＝ “見えない存在”に

１－２．デジタル社会の未来像② ～将来の銀行イメージ

農業

行政
商業

医療

物流/交通

教育

銀行？
生まれて1回も行ったことない！

Hey、Siri、
口座の残高教えて

保険
手続き

決済・送金 資産形成

ローン

金融機能提供

デジタル化・非対面化により、リアル・対面は差別化する特別な接点へ
→ デジタルで人を活かすことが重要

産業
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お客様、地域、社員とともに、より良い未来を創造する 『 地域価値共創グループ 』

４つの
基本戦略
４つの

基本戦略

④ デジタルガバナンス・人材の高度化

③ 生産性・コスト構造改革

中期
経営計画

中期
経営計画

② 地域社会のデジタル化

10年
ビジョン

全てのお客様に選ばれる銀行全てのお客様に選ばれる銀行

地域振興プラットフォームの確立地域振興プラットフォームの確立
徹底した事務ゼロ・現物ゼロ徹底した事務ゼロ・現物ゼロ

変革に対応できるシステム・人材変革に対応できるシステム・人材

重点取組
時期イメージ

重点取組
時期イメージ ③ 生産性・コスト構造改革

① ＣＸの追求

10年後

④ デジタルガバナンス・人材の高度化

② 地域社会のデジタル化

第８次中期経営計画期間（2021～2023年度）

デジタル戦略のグランドデザイン

１－３．デジタル戦略グランドデザイン（10年戦略）

地域社会のデジタル化をリードする企業グループ地域社会のデジタル化をリードする企業グループ
目指す姿

① ＣＸ（ｶｽﾀﾏｰｴｸｽﾍﾟﾘｴﾝｽ）の追求
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１－４．デジタルによる事業展開イメージ

①既存ビジネスの効率化/コスト削減
（ペーパーレス・印鑑レス）

②既存ビジネスの売上拡大
（非対面強化）

③新規ビジネスによる売上拡大
（ビジネスモデルの変革）→ DX

コスト
削減

売上
拡大

新規（周辺）ビジネス

既存ビジネス

営業用タブレット・業務用スマホ

D-Tab（窓口タブレット） 新個人ローン受付・審査システム

新外為FB-web

法人ポータル

個人向けバンキングアプリ電子契約

経費システム・人事システム
・・・ ・・・

地域DX（自治体・取引先）

Payどん自治体・他金融機関連携
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次頁より説明

新たな
サービス提供

プロセスは変わらない プロセスそのものを変革
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２－１．デジタル社会への変化
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✔ デジタル社会に向けて、下記のような社会全体の整備が進められている。
→ 業界の垣根が無くなる「脅威」ではなく、事務効率化・ペーパーレス化の機会と捉える。

デジタル田園都市国家構想 行政

→ 地方創生交付金もデジ田交付金へ集約

マイナンバーカード 個人

→ カード普及率が自治体交付金に影響

デジタル給与解禁 個人

→ 企業が資金移動業者のアプリに給与を送金

改正電子帳簿保存法 事業者

→ 電子取引における電子保存の義務化

インボイス制度
→ 請求書に「適格請求書（インボイス）」を導入する制度

手形等の全面電子化
→ 2026年度末までに電子化予定
→ FB-Webやでんさいネットなどへの決済手段の提供

事業者

事業者

地方税統一ＱＲコード
→ 2023年4月より「統一ＱＲ納付書」の取扱開始

行政・個人

ことら送金
→ アプリをで個人間で10万円以下の送金が可能
→ 当行はPayどんへ実装

中央銀行デジタル通貨
→ 民間事業者を含めた実証実験開始

個人

時間軸

生成ＡＩ
→ 昨年より急速な普及・活用
→ 当行でも実証実験実施、本格的な活用へ



２－２．地域ＤＸとは

✔ 当行の強みである「決済」基盤を核として、自治体や取引先等を連携強化。
✔ デジタルを活用して、「決済」以外のサービス領域まで拡大。地域の住民・事業者のサービス

向上・満足度向上を図り、金融・非金融両面から、持続的な収益を産み出す。
→ 自治体が国に申請する「デジタル田園都市国家構想」に積極的に参画し、協働を志向する。

デジタル田園都市国家構想（地方創生＋デジタル）

地域ＤＸ

自治体ＤＸ協働 取引先デジタル化支援

✔ ＤＸはひとつの組織だけで完結するものではない。提供するサービスを事業者や個人が積極的に利用
して初めて、ＤＸが実現する。 → 地域全体のＤＸを目指す必要がある。
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行政手続きのオンライン化
キャッシュレス決済促進
データ連携基盤構築
デジタルデバイド対策

地域住民 地域企業・
従業員

経費処理、請求書発行
勤怠、労務管理
生産・販売・原価管理
販路拡大（ＥＣ等）

ソリューションメニュー提供

観光

エネルギー

防災

子育て

交通
決済基盤決済基盤

教育 医療

農林水産

利便性の高い豊かな暮らし
モノ・カネの地域循環→地域経済活性化

２－３．当行が目指す地域ＤＸの姿

鹿児島銀行
グループ

ファイナンス支援
ソリューションメニュー提供

自治体向けＤＸ協働 取引先デジタル化支援

✔ Ｐａｙどんを中心にデジタルを活用し、様々な分野において自治体や取引先の支援を展開。
→ 地域住民や企業、従業員の満足度を高め、モノ・カネの地域循環および地域経済活性化を図る。
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14

３－１．取り組みの経緯

経済産業省 取得

Payどんデジタル地域振興券事業受託開始

鹿児島県連携協定締結・人事交流 九州デジタルソリューションズ鹿児島営業所開設

Payどん子育て支援事業受託

Payどん地元金融機関口座接続合意・事業開始
（南銀、相信、鹿信）

「デジタルの日 in 鹿児島」開催

ビジネスマッチングイベント
「デジ博KAGOSHIMA 2023」開催

かごしまデジタルスマートシティ推進協議会設立
（鹿児島市、鹿児島大学他）

2022年度

2023年度

2024年度～



2019年度 2021年度

３－２．キャッシュレス決済アプリ“Ｐａｙどん”①
✔ 2019年5月、当行独自のキャッシュレス決済アプリを活用したＰａｙどん事業を開始。自治体等と連携

したデジタル地域振興券開始以降、会員数が急増し、13万人を上回る規模へ。
✔ 県内Ｐａｙどん利用可能店舗は２万店舗を超え、月間決済額は約６億円の水準で推移。
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2023年12月末現在

会員数 131,547人

利用可能
店舗数

Ｐａｙどん加盟店 ： 9,677店舗
Smart Code加盟店（県内）：12,000店舗

合計：21,677店舗

口座登録者数
（単位：人）＜口座登録者数および月額決済額（四半期毎平均）の推移＞

月間決済額
（単位：千円）

▲地域振興券開始

2020年度 2022年度 2023年度



３－２．キャッシュレス決済アプリ“Ｐａｙどん”②
✔ デジタル地域振興券事業は2023年度20事業の受託を見込む。
✔ 自治体等に加え、地元金融機関とも連携実現。決済および売上代金入金について口座連携が可能に。

→ 地域内における資金循環を促進し、「鹿児島県民みんなが使う地域アプリ」への進化を目指す。

16

自治体等との連携状況（地域振興券実績） Payどん地元金融機関口座接続合意・事業開始

＜2023年度の主な受託事業＞

年度 受託件数 事業規模計
2020年度 ３件（商店街協議会、自治体） 1億8千万円
2021年度 ８件（自治体） 5億7千万円
2022年度 16件（自治体、商店街協議会） 23億2千万円
2023年度 20件（自治体、商店街協議会） 24億7千万円

事業実施体 事業名称 事業規模
天文館商店街振興組合 天文館プレミアムポイント第3弾 6億4千万円
鴨池商店街振興会 かもしんプレミアム2023 2億4千万円
上町地区7通り会 かんまちプレミアムポイント 1億2千万円

指宿市 いぶすきプレミアム商品券 1億2千万円

※2023年度は見込み

2023年3月 Ｐａｙどん事業に関する基本合意書締結
（南日本銀行、鹿児島相互信用金庫、鹿児島銀行）

2023年10月 三行庫によるＰａｙどん事業開始
鹿児島信用金庫との基本合意書締結

※鹿児島信用金庫の事業開始は2024年3～4月予定



３－３．鹿児島県との連携協定 ・ 産官学金連携イベント
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県税公金事務の相互効率化

県民のデジタル人材育成キャッシュレス決済の促進

自治体マイナポイント活用による県民サービスの充実

デジタルの日 in 鹿児島（2022年、2023年）

DXトークセッション（鹿児島大学連携）

【デジタルの日】
国民がデジタルについて、振り返り
体験し見直すための機会として政
府が創設した記念日
※毎年10月第一日曜・月曜

【日程】
2023年12月16日
【場所】
HITTOBE
【登壇者】
鹿大教授など５名

連携事項

✔ 2022年3月31日、鹿児島県と連携準備協定を締
結し、プロジェクトチームを組成。5月16日より人事交
流を開始。10月1日付で、「デジタル化推進に向けた
連携協定」を締結。

✔ 相互の業務効率化を進めつつ、県民のデジタル人材
育成の一環として、デジタルの日イベントを共催。



３－４．かごしまデジタルスマートシティ推進協議会
✔ 2024年１月31日、かごしまデジタルスマートシティ推進協

議会を発足。鹿児島市、鹿児島大学など産学官金各領域
の会員と協働し、「鹿児島のデジタル化」を進めていく。

推進体制
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住民目線で満足度の高い
まちづくり

４つの基本方針

多様な主体が参画可能分野間での連携やイノベーションの創発

地域課題解決のための
持続可能なサービス

個人情報の保護と透明性の確保を徹底したデータ利活用



３－５．取引先デジタル化支援

19
本部（地域支援部・医業支援部）

取引先（事業者）

営業店
地域デジタル推進マネージャー（役席）

地域デジタル推進リーダー（役席or行員）

九州デジタルソリューションズ
鹿児島営業部

鹿児島カード
連携

定期的な
勉強会開催

地域全体の
デジタル化へ

✔ 事業者のソリューション手段のひとつとして、 2022年度下期から「デジタル化」支援体制を構築。
KFG子会社である九州デジタルソリューションズ（KDS）、鹿児島カードと連携し、取引先支援を実施。
2022年10月４日に開設されたＫＤＳ「鹿児島営業所」との連携を活性化。
→ 電子帳簿保存法及びインボイス制度への対応を優先し、その他の課題把握・解決にもつなげる目的。

✔ 営業店に「地域デジタル推進マネージャー」「地域デジタル推進リーダー」を配置し、KDSとの連携を強化。
→ 法人・個人向けデジタルサービスについて、３ヵ月に１回程度の勉強会を開催。



３－６．デジ博KAGOSHIMA 2023

概要
日程 2023年8月4日（金） 10：00～16：00
場所 センテラス天文館 6階ホール

内容

(1)ブース出展（企業ブース、相談コーナー）
(2)セミナー等
・キッズプレゼン、パネルディスカッション
・DX普及啓発セミナー
・地元企業トークセッション

主催 鹿児島銀行、九州デジタルソリューションズ
後援 鹿児島県、鹿児島市、マスコミ各社
来場者 約300人

✔ 2023年8月4日、九州デジタルソリューションズと共催
で、「デジ博KAGOSHIMA 2023」を開催。

✔ ITベンダーなど19の出展ブースを設け、地元事業者の
課題解決に向けたビジネスマッチングの場として提供。
DX普及に向けたセミナーやトークセッション等も実施。
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協議会設立

３－７．外部企業等との連携体制（デジタル関連）

鹿児島銀行
グループ

連携協定

✔ これまでの取り組みにおいて、自治体や他金融機関、デジタル関連企業との連携体制を構築。
✔ 地域ＤＸの展開に向けて、ネットワークを最大限活用し、事業連携を目指す。

→ チェンジ、鹿児島県、Japan Digital Designについては2023年度人事交流・派遣も実施。

ＫＥＲ
鹿児島カード

鹿児島県
デジタル推進課他

南日本銀行
鹿児島相互信用金庫

鹿児島信用金庫

ＧＭＯペパボ

九州デジタルソリューションズ

ネクストかごしま（学）

KFG・肥後銀行

Japan Digital Design

県内市町村

チェンジ
ディジタルグロースアカデミア

各商工会・商店街

人事交流

振興券事業

振興券事業

Payどん
マルチバンク

人材育成
ITベンダー

人事交流

人材育成

取引先支援

研修派遣

事業連携

事業連携

取引先支援
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鹿児島市
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DXに関する一般教養を身につけた人材

当行のデジタル関連サービスを推進できる人材
営
業
・
営
業
店

開
発
・
企
画/

管
理
部
門

外部派遣
【デジタル関連企業例】
□JDD
□㈱チェンジ
□DIGITAL CAMP
□Blue Lab
・・・

DXトレーニー

DXベース人材

全行員

DX推進人材
DX推進の中心的な人材

外部人材
（中途採用）
外部人材

（中途採用）

４－１．DX人材育成体系の全体像

☑ＩＴパスポート取得
☑eラーニング修了
☑ＩＴパスポート取得
☑eラーニング修了

☑専門的な資格取得☑専門的な資格取得

✔ 全行員がDXに関する一般教養を身につけた状態を目指し、まず「DXベース人材」の育成を強化する。
✔ 「DXベース人材」はＩＴパスポート取得とeラーニング必須講座の修了を要件とする。

技術で何ができるかを
理解している人

（知識+経験+実績）

開発部門
市場・業務を理解し、

デジタルなアイデアを出せる人
（知識+経験+実績）

企画・管理部門
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４－２．デジタル戦略の推進体制

24

DX視点に基づく各種戦略の検討
（経営企画部デジタル戦略室）

デジタル・イノベーション委員会デジタル・イノベーション委員会

商品・サービスの高度化に
向けた施策検討
（営業統括部）

顧客サービス部会
生産性向上・業務効率
化に向けた施策検討

（事務統括部）

営業店・集中事務部会
ワークスタイル変革、本部
BPRに向けた施策検討

（経営企画部）

ワークスタイル部会
ITインフラ変革に
向けた施策検討
（IT統括部）

ITインフラ部会

【専門部会】 デジタル戦略の実現に必要となる案件の
共有・協議・進捗管理・効果検証を横断的かつ機動的に行う

審議・報告 （ ）内は事務局

全行員の参画

外部組織との連携

ＤＸ人材の育成
デジタル戦略推進体制

開発、AI・クラウド活用

DX企画・立案・推進

デジタルスキル育成
資格・研修 + 外部人材登用

IT部門

本部企画

行内全体

関係会社

ベンダー

クラウドサービス

外部パートナー

連携・協働 + 知見・提案受入

✔ ４つの専門部会にて横断的な協議を行い、全行一体となってDXを推進する体制を構築。
✔ 頭取を委員長とするデジタル・イノベーション委員会は原則として３ヵ月毎に開催し、2020年度下期

以降、約30回開催。



さいごに ～ＤＸの促進に向けて

◎金融機関の主軸はあくまで預金・貸出業務であることに変わりはない。
本業で築き上げた地域とのリレーションや収益基盤があってこそ、ＤＸに取り組む
ことができる。
→ 一方、デジタル技術の進歩もあり、本業に「デジタル」を活用する幅が拡大
→ ＤＸは特別なものではなく、社会全体の大きな流れ

＜ＤＸ促進に向けたメッセージ＞
✔ いかに一人ひとりが前向きになれるか
✔ いかに組織全体で取り組めるか
✔ いかに地域全体で取り組めるか 自治体ＤＸ協働

取引先デジタル化支援

行内ＤＸ

ＤＸ人材育成
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以 上
ご清聴ありがとうございました！


